
労働者死傷病報告における業務上腰痛の発生状況† 
 

岩 切 一 幸*1，三 木 圭 一*1，佐 々 木 毅*2 
業務上腰痛が多発していることから，2018 年および 2019 年の休業 4 日以上を伴った労働者死傷病報告 10,208

件を用いて，その発生状況を解析した．業務上腰痛の発生件数は，業種別にみると保健衛生業（31.3%）が最も多

く，次いで商業（16.5%），製造業（15.0%），運輸交通業（13.8%）と続いた．また，就業者 10 万人あたりでみる

と，運輸交通業（61.7 件）が最も多く，次いで保健衛生業（19.1 件）と続いた．発生曜日別では休日明けの月曜

日（19.7%）に最も多く，発生時刻別では午前 9 時から 12 時の時間帯に約 4 割が発生していた．事業場規模別で

は，労働者数 10～49 人の事業場（35.9%）において最も多かった．性別は，就業者 10 万人あたりでみると，男

女ともに同程度であり，年齢別は 30 代および 20 代で多かった．経験年数別では 1 年未満（25.6%）で最も多く，

経験年数が短いほど件数が多くなる傾向がみられた．また，経験年数 1 年未満においては，20 代～40 代の幅広

い年齢層において腰痛が発生していた．起因物別では，起因物なしが全体の約 5 割，荷姿の物が約 2.5 割を占め

た．休業見込日数別では，2 週間以内の休業が全体の約 6 割を占めており，1 か月を超える長期休業は 16.0%に留

まった．業務上腰痛を減らすには，これらの属性の発生状況を勘案した対策を検討し，実施していく必要がある． 
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1．はじめに 

 
休業 4 日以上の労働者死傷病報告によると，負傷に起

因する災害性腰痛と負傷によらない非災害性腰痛（以下，

二つを併せて業務上腰痛と記載）は，業務上疾病の約 6 
割を占めており 1)，労働安全衛生上の重要な課題となっ

ている．業務上腰痛の発生を抑えるには，発生状況を把

握し，その実態に即した効果的な対策を講じる必要があ

る．しかし，業務上腰痛の体系的な分析は，中央労働災

害防止協会が 1986 年および 1988 年のデータを用いて

実施し 2)，その後，厚生労働省労働衛生課が 2004 年の

データを用いて実施して以降 3)，行われていない． 
総務省の労働力調査 4）によれば，これらの調査が実施

された時期に比べて，近年では産業別・業種別の就業者

数が変化している．例えば，製造業や建設業などの第二

次産業における就業者数は，1986 年に 1,986 万人，2004
年に 1,738 万人，2018 年に 1,566 万人と減少している．

一方，運輸交通業，商業，保健衛生業などの第三次産業

における就業者数は，1986 年に 3,154 万人，2004 年に

4,003 万人，2018 年に 4,499 万人と増加している．この

ように，産業別・業種別就業者数の変化に伴い，業務上

腰痛の発生状況にも変化が生じている可能性がある． 
そこで本研究では，近年における業務上腰痛の特徴を

明らかにすることを目的として，2018 年および 2019 年

の労働者死傷病報告（休業 4 日以上）を用いて，業務上

腰痛の発生状況について解析した． 

2．方法 
 
1）対象 
対象は，2018 年および 2019 年に全国の事業場から労

働基準監督署に提出された，休業 4 日以上の労働者死傷

病報告のうち，業務上腰痛として報告された 10,208 件

（2018 年：5,043 件，2019 年：5,165 件）とした．この

内，災害性腰痛は 10,148 件（2018 年：5,016 件，2019
年：5,132 件），非災害性腰痛は 60 件（2018 年：27 件，

2019 年：33 件）であった．前者は全体の 99.4%，後者

は 0.6%となる．なお，業務上腰痛には，労働者災害補償

保険に特別加入している個人事業主は含まれていない． 
 
2）調査項目 
本調査で対象とした調査項目は，労働者死傷病報告（休

業 4 日以上）の記入項目の内，災害の発生月，発生曜日，

発生時刻，事業場の労働者数，被災者の性別，年齢，経

験年数，業種，起因物，休業見込日数とした． 
 
3）解析方法 

解析では，労働者死傷病報告の対象調査項目について，

単純集計およびクロス集計を実施した．また，総務省の

労働力調査 4）の 2018 年および 2019 年の年平均就業者

数をもとに，業種別，性別，年齢別の就業者 10 万人あた

りの調整値も算出した． 
本研究は，独立行政法人労働者健康安全機構労働安全

衛生総合研究所の研究倫理審査委員会の承認を得て実施

した（通知番号：2021N07）．また，解析前には研究所ホー

ムページにてオプトアウトを実施した． 
 

3．結果 
 

2018 年および 2019 年の結果は，同様の傾向を示した

ことから，2 年分を併せた件数にて記載した． 

† 本報の一部は，産業衛生学雑誌 64，354-366，2022 の記述を加筆
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1）業種別 
図 1 に業種別の業務上腰痛件数を示す．最も件数が多

かったのは保健衛生業（31.3%；2018 年 1,537 件，2019
年 1,658 件），次いで商業（16.5%；2018 年 855 件，2019
年 833 件），製造業（15.0%；2018 年 744 件，2019 年

783 件），運輸交通業（13.8%；2018 年 738 件，2019 年

669 件）であった． 
 

 
図 1 業種別の業務上腰痛件数 

 
 図 2 に就業者 10 万人あたりの業種別業務上腰痛件数

を示す．就業者数 10 万人あたりでみると，最も件数が

多かったのは運輸交通業（2018 年 65.3 件，2019 年 58.2
件），次いで保健衛生業（2018 年 18.5 件，2019 年 19.7
件），鉱業（2018 年 6.7 件，2019 年 25.0 件），通信業

（2018 年 11.6 件，2019 年 7.7 件）であった． 
 

 
図 2 就業者 10 万人あたりの業種別業務上腰痛件数 

 
2）発生月別 
図 3 に発生月別の業務上腰痛件数を示す．最も件数が

多かったのは 8 月（9.4%；2018 年 487 件，2019 年 475
件），最も少なかったのは 12 月（6.7%；2018 年 321 件，

2019 年 368 件）であった．また，11 月（7.3%；2018 年

375 件，2019 年 374 件）および 1 月（7.7%；2018 年

382 件，2019 年 406 件）においても少なかった． 
 

 

図 3 発生月別の業務上腰痛件数 
 
3）発生曜日別 
図 4 に発生曜日別の業務上腰痛件数を示す．最も件数

が多かったのは月曜日（19.7%；2018 年 984 件，2019
年 1,023 件），最も少なかったのは日曜日（7.1%；2018
年 356 件，2019 年 366 件）であった． 
 

 
図 4 発生曜日別の業務上腰痛件数 

 

 
図 5 発生時刻別の業務上腰痛件数 
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図 3 発生月別の業務上腰痛件数 
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図 5 発生時刻別の業務上腰痛件数 

1,527

7

364

1,407

193

118

1,688

34

3

128

74

3,195

549

374

2

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500（件数）

製造業

鉱業

建設業

運輸交通業

貨物取扱業

農林水産業

商業

金融・広告業

映画・演劇業

通信業

教育・研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

官公署

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

製造業

鉱業

建設業

運輸交通業

貨物取扱業

農林水産業

商業

金融・広告業

映画・演劇業

通信業

教育・研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

官公署

7.0

14.0

3.6

61.7

5.0

2.6

7.3

0.9

0.5

9.7

0.7

19.1

6.2

5.9

0.0

（10万人対件数）

788

813

851

819

873

919

874

962

895

956

749

689

0 200 400 600 800 1,000 1,200（件数）

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

2,007

1,690

1,570

1,582

1,579

1,038

722

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500（件数）

月曜

火曜

水曜

木曜

金曜

土曜

日曜

78
49
74
67
84
104

176
346

756
1,247

1,436
1,335

445
644

738
685

614
362

300
188

144
131

88
97

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600（件数）

00:00－00:59
01:00－01:59
02:00－02:59
03:00ー03:59
04:00ー04:59
05:00ー05:59
06:00ー06:59
07:00ー07:59
08:00ー08:59
09:00ー09:59
10:00ー10:59
11:00ー11:59
12:00ー12:59
13:00ー13:59
14:00ー14:59
15:00ー15:59
16:00ー16:59
17:00ー17:59
18:00ー18:59
19:00ー19:59
20:00ー20:59
21:00ー21:59
22:00ー22:59
23:00ー23:59

労働者死傷病報告における業務上腰痛の発生状況 

4）発生時刻別 
図 5 に発生時刻別の業務上腰痛件数を示す．最も件数

が多かったのは 10 時台（14.1%；2018 年 669 件，2019
年 767 件），次いで 11 時台（13.1%；656 件，2019 年

679 件），9 時台（12.2%；2018 年 614 件，2019 年 633
件）であった．午前 9 時～12 時までの時間帯に発生した

件数は，全体の約 4 割を占めており，午前中に集中する

傾向がみられた． 
 
5）事業場規模別 
図 6 に事業場規模別の業務上腰痛件数を示す．最も多

かったのは，労働者数 10～49 人の事業場（35.9%；2018
年 1,767 件，2019 年 1,899 件），次いで 100～299 人

（21.8%；2018 年 1,114 件，2019 年 1,108 件），50～99
人（18.6%；2018 年 931 件，2019 年 963 件）の事業場

であった． 
 

 
図 6 事業場規模別の業務上腰痛件数 

 
6）性別 
図 7 に性別の業務上腰痛件数を示す．男性の腰痛件数

は 55.2%（2018 年 2,842 件，2019 年 2,795 件），女性の

腰痛件数は 44.6%（2018 年 2,194 件，2019 年 2,357 件）

であった． 
 

 
図 7 性別の業務上腰痛件数 

 
図 8 に就業者 10 万人あたりの性別業務上腰痛件数を

示す．就業者 10 万人あたりの発生件数でみると，男性

（2018 年 7.6 件，2019 年 7.5 件）と女性（2018 年 7.4 
件，2019 年 7.9 件）はほぼ同様の件数を示した． 
 

 

図 8 就業者 10 万人あたりの性別業務上腰痛件数 

7）年齢別 
図 9 に年齢別の業務上腰痛件数を示す．最も件数が多

かったのは，45～49 歳（13.4%；2018 年 646 件，2019
年 726 件），次いで 40～44 歳（12.9%；2018 年 633 件，

2019 年 679 件），35～39 歳（12.8%；2018 年 662 件，

2019 年 642 件），30～34 歳（11.7%；2018 年 613 件，

2019 年 577 件）であった．40 代および 30 代で多い傾

向が示された． 
 

 
図 9 年齢別の業務上腰痛件数 

 
 図 10 に就業者 10 万人あたりの年齢別業務上腰痛件数

を示す．就業者 10 万人あたりの発生件数でみると，最

も多かったのは 30～34 歳（2018 年 10.5 件，2019 年

10.1 件），次いで 35～39 歳（2018 年 10.2 件，2019 年

10.0 件），25～29 歳（2018 年 10.2 件，2019 年 9.2 件），

20～24 歳（2018 年 8.9 件，2019 年 8.6 件）であった．

就業者 10 万人あたりでは，30 代および 20 代で多い傾

向が示された． 
 

 
図 10 就業者 10 万人あたりの年齢別業務上腰痛件数 

 
8）経験年数別 
図 11 に経験年数別の業務上腰痛件数を示す．最も件

数が多かったのは経験年数 1 年未満（25.6%；2018 年

1,296 件，2019 年 1,319 件），次いで 1 年以上 2 年未満

（12.4%；2018 年 612 件，2019 年 651 件），2 年以上 3
年未満（9.6%；2018 年 491 件，2019 年 485 件）であっ

た．経験年数が短いほど発生件数が多い傾向が示された． 
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数は，大きな変化はなく同程度であると言える．それに

対し，保健衛生業の業務上腰痛件数は，2004 年が 697 件，

2018 年が 1,537 件，2019 年が 1,658 件であった．保健

衛生業における業務上腰痛件数は，年を追うごとに増加

していた． 
就業者 10 万人あたりの業種別業務上腰痛件数は，運

輸交通業が 61.7 件と最も多かった．これは，物流量の増

加に伴った人材不足が原因として考えられる 5,6)．一方，

保健衛生業は二番目に多かったものの，19.1 件に留まっ

た．これは，保健衛生業の一つである社会福祉施設にお

いて，外国人労働者や中途採用者を積極的に雇用してい

るためと思われる． 
発生月別の業務上腰痛件数は，8 月の暑い時期に最も

多く，11 月～1 月の寒い時期に少なかった．1986・1988
年調査 2)および 2004 年調査 3)においても，11 月～1 月

に少なく，気温の低い時期に減少する傾向があった．業

務上腰痛件数は，負傷に起因する災害性腰痛が大半を占

めている（2018 年・2019 年は 99.4%）．災害性腰痛は活

動に伴い生じる．このことから，一般的に活動量が増え

る暑い時期に件数が多くなり，活動量が減る寒い時期に

件数が少なくなった可能性が考えられる． 
発生曜日別の業務上腰痛件数では，月曜日が最も多く，

日曜日が最も少なかった．これも，1986・1988 年調査 2)

および 2004 年調査 3)と同様の結果であった．休日明け

の仕事においては体が慣れていないため，災害が発生し

やすくなっていると思われる． 
発生時刻別の業務上腰痛件数は，午前 9 時～12 時の時

間帯において約 4 割の業務上腰痛が発生していた．

1986・1988 年調査 2)および 2004 年調査 3)では，午前 8
時～11 時の時間帯において多発していた．これは，本調

査と若干異なるものの，いずれも午前中に腰痛が多発し

ていたことを示す．午前中の時間帯においては，体が仕

事に慣れていないため，腰痛が多発していたと考えられ

る． 
事業場規模別の業務上腰痛件数は，労働者数 10～49

人の事業場が最も多く，1986・1988 年調査 2)および 2004
年調査 3)と同様の結果が得られた．50 人以上の事業場で

は，産業医および衛生管理者の選任，衛生委員会の設置

が義務付けられている．一方，50 人未満の事業場ではそ

の義務がない．この違いが，50 人未満の事業場の結果に

繋がっている可能性がある．このことから，50 人未満の

事業場では，外部の産業保健に関する支援センターなど

を活用して，適切な対策を検討することが必要と思われ

る． 
性別の業務上腰痛件数は，就業者 10 万人あたりでみ

ると，男性と女性で同様の値となった．1986・1988 年調

査 2)および 2004 年調査 3)においては，就業者 10 万人あ

たりの調整値ではなく，労働人口 1 万人あたりの件数が

算出されている．これは，業種別労働基準法適用事業場

労働者数を用いて計算されている．これを本調査で用い

た労働力調査の就業者数 4)と同程度であると仮定すると，

1986・1988 年調査 2)では労働人口 10 万人あたりの男性

が 15 件，女性が 4 件となる．一方，本研究では男性が

7.6 件，女性が 7.7 件であり，男性は半減，女性はほぼ倍

増となった．このことから，2018 年および 2019 年にお

いては女性の業務上腰痛件数が多く，近年では女性労働

者における腰痛予防対策が喫緊の課題として挙げられる． 
年齢別では，就業者 10 万人あたりでみると，30 代が

最も多く，次いで 20 代が多かった．1986・1988 年調査

2)では，労働人口 1 万人あたりの換算であるが，20 代～

40 代にて多発していた．本研究の発生件数も 20 代・30
代に次いで 40 代が多かったことから，2018 年および

2019年においても 20～40代の幅広い年齢層での腰痛予

防対策が必要と思われる． 
経験年数別の業務上腰痛件数では，経験年数 1 年未満

において最も件数が多く，経験年数が短いほど件数が多

い傾向が示された．1986・1988 年調査 2)では，10 年以

上で最も多く，次いで 5～10 年，1～3 年であった．2004
年調査 3)では，10 年以上で最も多く，次いで 1～3 年，

1 年未満で多かった．近年になるほど経験年数の短い労

働者の占める割合が増加しており，2018 年および 2019
年にはその傾向が顕著になったと考えられる． 
また，経験年数 1 年未満の年齢別業務上腰痛件数は，

20代～40代の幅広い年代において腰痛が発生していた．

本来，経験年数 1 年未満であれば，20 代の労働者が多い

と思われる．しかし，近年では，中途採用者が多くなっ

ているため，幅広い年代にて件数が多かったと思われる．

この結果は，中途採用者への労働衛生教育の徹底が必要

であることを示唆する． 
起因物別の業務上腰痛件数では，起因物なしが 47.3%，

次いで荷姿の物が 26.5%を示した．起因物なしの腰痛に

関しては，今後詳細な検討が必要であるが，腰痛発生に

つながる腰部負担の蓄積を抑える必要があると思われる．

荷姿の物に関しては，荷物などの人力での持ち上げや運

搬が原因と考えられ，重量物の取り扱いが腰痛のリスク

要因であることを示唆している． 
休業見込日数別の業務上腰痛件数では，2 週間以内の

休業見込日数が 58.7%を占めていたが，1 か月を超える

休業見込日数は 16.0%に留まった．1986・1988 年調査

2)では 2 週間以内の休業見込日数が 45.0%，4 週間を超

える休業見込日数が 32.7%，2004 年調査 3)では 2 週間以

内の休業見込日数が 47.7%，4 週間を超える休業見込日

数が 35.5%であった．以前の調査では腰痛による休業期

間が長期化する傾向が示されたが，2018 年および 2019
年では休業期間が短期化する傾向が示された．この理由

に関しては，今後のさらなる検討が必要である． 
本研究は，全国の労働災害データを取り扱っていると

いう利点がある一方で、労働者死傷病報告が持つ特有の

限界がある。業務に関連した腰痛は，全ての労働災害が

報告されているわけではない．労働災害の請求手続きに

は時間がかかるため，報告が省略される場合もある．こ

のことから，本研究の結果は，労働災害として報告され

た業務上腰痛のみを反映している．休業見込日数は，必

ずしも実際の休業期間と一致するとは限らない．これは，
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休業見込日数を定めるマニュアルなどはなく，医師と患

者が相談して決定されているためである．腰痛は一般的

に再発が多くみられるが，個人を追跡する書式にはなっ

ていないため，今回の腰痛が初めて発生したのかまたは

再発したのかは不明である． 
 以上のことから，1986・1988 年調査 2)および 2004 年

調査 3)と比較して，2018 年および 2019 年では，保健衛

生業において業務上腰痛が多発していた．また，労働者

数 10～49 人の事業場，女性労働者，経験年数 1 年未満

の者において業務上腰痛が多発していた．さらに，休業

見込日数が 2 週間以内といった比較的短期間の腰痛が多

く発生していた．業務上腰痛件数を減少させるには，こ

れらの属性の発生状況を勘案した対策を実施していく必

要がある．特に労働者数 50 人未満の事業場では，産業

医や衛生管理者の選任義務がないため，適宜，労働安全

衛生に関する専門家による指導・教育などを実施し，職

場環境や個人の働き方に合った改善をはかることが必要

と思われる． 
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